
人間科学研究 Vo1．18，Supp1ement（2005）

修士論文要旨

シニアのQOL向上を目的とした運動プログラム開発の試み

Deve1oping　anExercise　ProgramAimed　atImprovingthe　QOLofSenior　Citizens

トンプソン 雅子（Masako　Thompson）　指導　中村 好男教授

【緒言】　日本は高齢化のスピードが非常に早く、また75歳

以上の後期高齢者が急増しており、約30年後には後期高齢

者数が65歳以上の前期高齢者数を上回るとされている。高

齢社会の現状と要介護高齢者の増加は深刻な問題である。

　介護保険制度が発足してから、年々要介護認定者も増加

し介護保険財政の危機が問題視されている。要介護者を抱

える家族の負担の軽減や地域社会による要介護問題への取

り組みが今後の重要な課題である。また、要介護認定者の

減少のために、介護予防の施策として虚弱高齢者に対する

身体機能向上トレーニングおよびQOL向上のための高齢

者運動プログラムが必要となる。

　高齢者運動プログラムの開発は、身体活動への取り組み

のきっかけ作りが重要であり、運動指導者は高齢者が身体

活動を自然に行なえるように誘導することが大切と考え、

音楽を使用して身体の動きやすいムード作りや手具を使用

して自然に物を持つ動作を生みだす環境作りの設定が必要

であると考えた。そして楽しく身体を動かす事によって得

られる爽快感や満足感など特にメンタルの面を重視し、

QOLの向上を目的とした高齢者に機器を使用しない運動

プログラムの開発を実施した。

【目的】　フィットネスクラブや体操教室に通うことの困難

な虚弱高齢者も楽しめる、機器を使わない手ごろな運動プ

ログラムの開発を行ない、その開発したプログラムが高齢

者のQOL向上の一助となる事を目的とした。

【対象者】対象者は、軽費老人ホームに居住する高齢者38

名（要介護認定者を合む）ならびに、デイサービス施設に

通所する要介護認定者14名であり、本人あるいは家族から

の同意書を得てからプログラムの参加対象とした。

【評価方法】　1、体力測定（握力・開眼片足立ち・5m歩行）

2、質問紙

　①おたっしゃ21－18項目は老年症候群（生活機能の低下、

転倒、失禁、低栄養、軽度の痴呆など）のリスク保有の有

無の判定を目的としている。

②健康関連QOL一主観的健康度の指標であるSト36は大きく

分けて身体的健康感と精神的健康感に分けることができる。こ

の2つの健康感は8つの下位尺度から構成されている。身体機

能（PF）、日常役割機（身体：RP）、体の痛み（BP）、全体的健康感

（GH）、活力（VT）、社会生活機能（SF）、日常役割機能（精神：RE）、

心の健康（MH）に関する健康関連QOLの評価を行なった。

　③老研式活動能力指標一LADL（手段的日常生活動作能

力）を評価する尺度として、個人が杜会的環境に適応して

いく能力を評価する。

　3、プログラムに対するアンケート調査は、軽費老人ホー

ムは対象者にデイサービス施設は対象者の家族にそれぞれ

アンケートした。

【結果と考察】体力測定の繕果は介入後向上がみられな

かつた。

①おたっしゃ21と③活動能力指標の質問紙は、両施設ともに

介入前後による変化は見られなかったが、主観的健康度の指標

である②健康関連QOLは、両施設対象者による介入前後のt

検定の結果、精神的健康感（MCS）カ侑意だった（図1）。こ

の介入前後のMCSの変化について年齢別、介護度別、性別の

サブグループ毎の平均値の差を検定したところ、後期高齢者、

要介護者、女性のサブグループで各々有意な差が認められた。

　プログラムに関する対象者自身またはご家族へのアン

ケートによると、音楽を使用した体操は楽しい、または必

要と述べた回答が多く、両施設とも継続したいかの質問項

目は「はい」の回答が80％以上だった。

　　　　　　　　MCS　　　　　　　　　　　　PCS

　図1　両施設対象者の健康関連QOL（MCSとPCS）

　今回の結果は、両施設対象者の健康関連QOLの精神的健

康感が有意だったことから，本研究の目的である体操教室に通

うことの困難な虚弱高齢者も楽しめる運動プログラムの開発が、

高齢者のQOL向上の一助となることが示唆された。そして本プ

ログラムは後期高齢者、要介護者、特に女性のQOL向上に有

効であることが示唆された。今後、後期高齢者の増加、そして要

介護者の増加が推測される。介護予防の視点から要介護者の

減少、介護度の改善を目指した研究、そして高齢者の人権、とり

わけ尊厳を重視した生活の質（QOL）の改善・向上とともに、日

常生活動作（ADL）に改善が見られるような筋力向上を目的と

した運動プログラムの開発が必要である。
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